
（平成２２年10月１４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 10 件

厚生年金関係 10 件

年金記録確認静岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

静岡厚生年金 事案 1327 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記

録を平成４年６月 22 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年６月 22日から同年７月 27日まで 

Ａ事業所に勤務していた期間について、社会保険事務所（当時）に厚生年

金保険の加入記録を照会したところ、申立期間について厚生年金保険に加入

していた事実は無い旨の回答を得た。 

給与明細書があり、厚生年金保険料が控除されているので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管する給与明細書及びＡ事業所の回答により、申立人が平成４年

６月 22 日から当該事業所に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の厚生年金保険料控

除額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、「厚生年金保険被保険者資格取得届の資格取得日を平成４年７月 27 日

としたのは間違いだったと思われる。」と回答していることから、当該社会保

険事務所の記録どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る平成４年６月の保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 1328 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に

係る記録を昭和 21 年 10 月 20 日に、資格喪失日に係る記録を 22 年７月５日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を 21 年 10 月から 22 年１月までは 210 円、

同年２月から同年６月までは 600円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 17年４月１日から 19年 10月１日まで 

             ② 昭和 21年 10月 20日から 22年７月５日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被保険者記録を照会したところ、

申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無いとの回答を得た。

しかし、Ａ事業所で勤務していたことは確かであり、申立期間②で一緒に勤

務した元同僚は厚生年金保険の加入期間があるので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、Ａ事業所の複数の元同僚は、「申立人は正社員のＢ課

事務員として申立期間に勤務していた。」と証言している。また、前述の元同

僚のうちの一人は、「申立人とは家が近かったため、毎朝一緒に出勤してい

た。」と証言しており、オンライン記録によれば、当該元同僚は申立期間②に

おいて厚生年金保険の被保険者期間となっていることが確認できることから、

申立人は当該期間に継続してＡ事業所で勤務していたことが推認できる。 

また、申立人がＡ事業所のＢ課で自分と同様の業務に従事していたとして氏

名を挙げた元事務員は、オンライン記録によれば、申立期間②において厚生年

金保険の被保険者期間となっていることが確認できる上、別の元事務員は、

「現場事務を行っていた自分でさえ厚生年金保険に加入しており、ましてやＢ



  

課の事務員だった申立人が、厚生年金保険に加入していないということは考え

られない。」と証言している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人と同様の業務に従事し

ていた元同僚の社会保険事務所の記録から、昭和 21 年 10 月から 22 年１月ま

では 210円、同年２月から同年６月までは 600円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ事

業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、事業主も所在不明

のため、これを確認することはできないが、仮に、事業主から申立人に係る被

保険者資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者資格の喪失届を提

出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が

当該届出を記録していないとは、通常の事務処理では考え難いことから、事業

主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 21 年 10 月から 22 年６月までの

期間に係る厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該

期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間①について、当時、申立人の家の隣に住んでいたと述べる者

は、「Ａ事業所に通勤する申立人を度々見かけた。」と証言しており、申立人

がＡ事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、昭和 17 年６月１日に施行された労働者年金保険法では、男子筋肉

労働者のみが被保険者となるとされているところ、申立人は、「事務職で採用

されたが、申立期間①当時は、現場を知る必要があるということで現場に配属

された。完成した製品を箱に詰め、その箱を牛車で最寄り駅まで運搬する仕事

をしていた。職人として機械類を扱う作業には従事していなかった。」と述べ

ており、申立人が述べる勤務内容から判断すると、労働者年金保険法の被保険

者の対象ではなかったものと考えられる。 

また、申立期間①当時、Ａ事業所で勤務していた複数の元従業員に聴取した

が、申立人が事務員として勤務していたことは記憶しているものの、現場作業

に従事していたとの証言を得ることができなかった。 

さらに、Ａ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、事

業主も所在不明のため、労働者年金保険料の控除の状況について確認できる資

料及び証言を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間①における労働者年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が労働者年金保険被保険者として、当該期間に係る労働者年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1329 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における被保険者記録のうち、

申立期間に係る資格喪失日（昭和 45 年 10 月 21 日）及び資格取得日（昭和 46

年２月９日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を 10 万円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 10月 21日から 46年２月９日まで 

社会保険事務所（当時）に年金記録の照会をしたところ、申立期間につい

て年金記録の確認ができなかった。 

申立期間については、グループ企業内の在籍出向であり、継続して勤務し

ていることから、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ事業所において昭和 38 年４月１

日に厚生年金保険の資格を取得し､45 年 10 月 21 日に資格を喪失し、46 年２月

９日に同社において再度資格を取得しており、45 年 10 月から 46 年１月まで

の申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、Ｂ事業所（Ａ事業所が名称変更）の回答及び人事記録並びに健康保

険組合の保管する事業所管理台帳により、申立人は申立期間について、Ａ事業

所に在籍しながら、グループ企業であるＣ事業所に出向していた期間であるこ

とが認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ事業所に継続して在籍し、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 



  

また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間前後の健康保険厚生年

金保険被保険者原票の記録から、10万円とすることが妥当である。 

なお、申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されてい

ないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難いことか

ら、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行っ

ており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険

料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 
 



  

静岡厚生年金 事案 1330 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料をＡ事業所により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人の当該事業所における資格取得日

に係る記録を平成 10 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 32 万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年６月１日から同年７月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申

立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得たが、

Ａ事業所で継続して勤務していたことは確かであるので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及び元事業主が提出した給料支払明細書並びに雇用保険の記録により、

申立人は、申立期間においてＡ事業所に継続して勤務し、当該期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給料支払明細書の保険料控除額

から 32万円とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録によれば、Ａ事業所は、平成 10 年７月１日に厚生年

金保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所ではないことが確認

できるが、当該事業所に係る商業登記簿謄本により当該事業所の設立年月日が

同年５月 15 日であることが確認できることから、当該事業所は、申立期間に

おいて、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたと認

められる。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、申立期間において、Ａ事業所は厚生年金保険法の適用事業所の



  

要件を満たしていたにもかかわらず、事業主は、「社会保険事務所への適用の

届出が遅くなり、適用年月日が平成 10 年７月１日となってしまった。」と回

答していることから、社会保険事務所は、申立人に係る平成 10 年６月の保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人の申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 
 



  

静岡厚生年金 事案 1331 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日に係る記

録を昭和 46 年７月 12 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 9,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年６月 22日から同年７月 12日まで                          

社会保険事務所（当時）に年金記録の照会をしたところ、申立期間につい

て被保険者記録の確認ができなかった。 

申立期間については、Ａ事業所に継続勤務していることから、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ事業所（Ａ事業所の承継事業所）から提出された人事記録及び当該事業所

の、「申立人の給与から厚生年金保険料を控除していた。」との回答から判断

すると、申立人がＡ事業所に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、Ｂ事業所は、申立期間については、Ａ事業所からの給与支給対象期間

であり、当該事業所において、資格喪失日を昭和 46 年７月 12 日とすべき扱い

であったとの証言を得ていることから、申立人に係るＡ事業所における資格喪

失日を同年７月 12日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所における昭和

46 年５月の社会保険事務所の記録から、３万 9,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は納付したとしているが、厚生年金保険の記録における資格喪失



  

日が雇用保険の記録における離職日の翌日となっており、公共職業安定所及び

社会保険事務所の双方が誤って同じ資格喪失日と記録したとは考え難いことか

ら、事業主は、当該社会保険事務所の記録どおりの資格喪失の届出を行い、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料について

納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、そ

の後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1332 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ事業

所における申立期間①の標準賞与額に係る記録を 22 万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、申立期間①の上記訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②について、標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の

Ａ事業所における申立期間②の標準賞与額に係る記録を 28 万円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年 12月 10日 

             ② 平成 19年 12月 17日 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、   

申立期間①に係る賞与の記録については、２万 2,000 円となっており、申立

期間②に係る賞与の記録については、記録が無いとの回答を得た。 

申立期間①及び②に係る賞与支払明細書があり、申立期間に係る賞与の支

給額と厚生年金保険料の控除が確認できるので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ事業所が保管する賞与の給与台帳により、申立人は、

当該期間において、22 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否



  

かについては、事業主は、申立期間①に係る賞与支払届を社会保険事務所に対

し誤って提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料についても、過少な納

付であったことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

申立期間②について、Ａ事業所が保管する賞与の給与台帳により、申立人は、

当該期間において、28 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は、申立期間②に係る賞与支払届を提出しておらず、当

該期間に係る厚生年金保険料についても納付していないことを認めていること

から、社会保険事務所は、申立人に係る平成 19 年 12 月 17 日の標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 1333 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 36年８月２日から 39年４月 10日まで 

社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立

期間については脱退手当金が支給済みであるとの回答であった。しかし、申立

期間前の被保険者期間については脱退手当金を受給した記憶があるが、申立期

間については脱退手当金を受給した記憶は無いので、申立期間を年金額に反映

される厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が受給を認めている期間と申立期間は、オンライン記録上、合算して脱

退手当金が支給されたこととなっているところ、申立期間に係る厚生年金保険被

保険者記号番号払出簿では、昭和 41 年７月５日に申立期間の被保険者記号番号

を申立人が受給を認めている期間の被保険者記号番号に重複整理している記録が

確認できる上、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票では、同年７

月に氏名変更の記録が確認でき、脱退手当金が同年８月 26 日に支給決定されて

いることを踏まえると、脱退手当金の請求に伴い重複取消及び氏名変更が行われ

たと考えるのが自然である。 

また、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の

支給を意味する「脱」の印が押されているとともに、厚生年金保険被保険者台帳

には、脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等を、社会保険庁（当

時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回答したことが記録されているなど、一連の

事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1334 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年 12月 31日から４年１月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。申

立期間に、会社都合で、Ａ事業所からグループ会社であるＢ事業所に異動した

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ事業所からＢ事業所に異動したが、退職届を出した覚えがない

ので、申立期間はＡ事業所に勤務していたはずだ。」と主張している。 

しかし、Ａ事業所の社員名簿において申立人は、同事業所を平成３年 12 月 30

日に退職したと記録されており、この記録は雇用保険の加入記録と一致する。 

また、Ａ事業所の保管する「被保険者資格喪失確認通知書」により、事業主は、

申立人に係る厚生年金保険の資格喪失日を、平成３年 12 月 31 日として社会保険

事務所に届け出たことが確認できる。 

さらに、Ａ事業所の役員は、「申立人は、当社を一旦退職し、Ｂ事業所で改め

て採用する形をとった。退職月の厚生年金保険料の控除は行っていない。」と回

答している。 

加えて、Ｃ事業所（Ｂ事業所が社名変更）の人事担当者は、「申立人について、

グループ会社であるＡ事業所からＢ事業所に転籍した記録がある。転籍の場合は、

前職場を退職して当社に入社することになっており、社会保険の取扱いが継続と

ならないようにしていたので、申立人がＡ事業所を退職した月の厚生年金保険料

の控除は行っていない。」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1335 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年４月１日から 51年４月１日まで 

申立期間前に勤務していた厚生年金保険の被保険者期間については脱退手当

金を受け取った記憶があるが、申立期間については脱退手当金を受け取った記

憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録上、申立期間と合算して脱退手当金が支給されたこ

ととなっている申立期間以前に勤務した期間については、脱退手当金を申立期間

以前に受給したと主張しているが、申立期間以前に脱退手当金の支給記録は無い

ほか、脱退手当金を受給していたことをうかがわせる事情は見当たらず、申立期

間も併せて受給したと考えるのが自然である。 

また、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿の申立人の氏名は、申立期間

に係る事業所を退職した約２か月後の昭和 51 年５月 20 日に旧姓から新姓に氏名

変更されており、申立期間の脱退手当金が同年７月 19 日に支給決定されている

ことを踏まえると、脱退手当金の請求に伴い氏名変更が行われたと考えるのが自

然である。 

さらに、申立期間に係る事業所の申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票

には、脱退手当金を支給した旨が記載されているとともに、申立期間とそれ以前

の期間を基礎とした脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る

厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月半後の昭和 51 年７月 19 日に支給

決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない上、申立人から

聴取しても、申立期間を含む脱退手当金を受給したことを疑わせる事情は見当た

らない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1336 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年５月 31日から同年６月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立

期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得たが、Ａ事

業所に平成４年５月 31 日まで勤務していたことは確かなので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「複数の元同僚も、私の厚生年金保険の記録と同様、被保険者資格

喪失日が退職日と記憶する日と同じ日になっていることが分かった。月末まで勤

務したことは確かである。」と主張している。 

しかし、雇用保険の加入記録において、申立人はＡ事業所を平成４年５月 30

日に離職したと記録されており、離職票の交付と雇用保険の基本手当の受給が確

認できる。 

また、Ｂ事業所（Ａ事業所が名称変更）の人事担当者は、「当社が保管する人

事資料では、申立人は平成４年５月 30 日が退職日と記録されており、申立期間

に係る厚生年金保険料の控除は行っていないはずである。」と回答している。 

さらに、申立人は、平成４年５月 31 日に国民年金に加入し、同年５月の国民

年金保険料を納付していることが、オンライン記録により確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除について確認できる

関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1337 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年９月 20日から 58年４月１日まで  

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。 

雇用保険の加入記録より、申立期間においてＡ事業所に勤務していたことが

確認できるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録より、申立人が申立期間にＡ事業所で勤務していたことは

確認できる。 

しかし、申立人は申立期間当時、夫が加入している共済組合において、夫の被

扶養者になっていることがＢ共済組合Ｃ支部の回答より確認できる。 

また、商業登記簿謄本によれば、Ａ事業所は任意包括適用事業所としての対象

業種であることが確認でき、オンライン記録において、Ａ事業所は厚生年金保険

適用事業所として確認できなかった。  

さらに、申立期間当時の役員は、「厚生年金保険は、会社の経営が軌道に乗っ

たら加入するので、それまでは国民年金に加入するようにと事業主に言われたこ

とがある。」と述べている。 

加えて、オンライン記録によれば、申立期間当時、事業主を含め、Ａ事業所に

勤務していたとされる複数の者は当該期間において国民年金の被保険者であった

ことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1338 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年９月から 45年 12月まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会を行ったと

ころ、申立期間について加入記録が確認できないとの回答を得た。申立期間も

継続してＡ事業所に勤務していたことは事実であるので、申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚は、申立人がＡ事業所に勤務していたことを記憶しているものの、

申立人のＡ事業所における在籍期間及び申立期間における勤務状況についての証

言を得ることはできなかった。 

また、Ａ事業所の申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票から、申立

人の記録は、昭和 43 年９月１日に被保険者資格を喪失していることが確認でき、

オンライン記録と一致している上、当該原票には、同年９月５日に健康保険証を

返納した旨の記載が確認できる。 

さらに、Ａ事業所は既に廃業しており、申立期間当時の事業主とは連絡をとる

ことができず、申立期間当時に経理担当をしていたとされる廃業時の事業主は既

に死亡しているため、申立期間当時の厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料の

控除について証言及び資料を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1339 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年７月から 60年 12月まで 

（Ａ事業所） 

             ② 昭和 61年７月から平成８年５月まで 

（Ｂ事業所） 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

申立期間について加入記録が確認できないとの回答を得た。Ａ事業所及びＢ事

業所で働いていたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、オンライン記録では、申立人が記憶する所在地にＡ事業

所という名称の厚生年金保険の適用事業所は確認ができず、当該事業所があった

とされる所在地を管轄する法務局でも、同事業所の商業登記の記録は確認ができ

ない。 

また、Ａ事業所があったとされる所在地にある類似する名称のＣ事業所の元事

業主に照会したところ、「申立人のことは分からないが、申立人が班長だったと

主張する者は、当社の従業員ではなく下請け業者であった。個人事業主だったの

で、厚生年金保険には加入していないと思う。」と回答している。 

さらに、前述の班長とされる者は、オンライン記録から特定することができず、

証言を得ることができなかった。 

なお、Ｃ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票において、新規適用年月

日である昭和 51 年６月１日から 61 年４月１日までに被保険者資格を取得した者

の記録を確認したが、申立人の氏名は見当たらない。 

申立期間②について、オンライン記録では、申立人が記憶する所在地にＢ事業



  

所という名称の厚生年金保険の適用事業所は確認ができず、当該事業所があった

とされる所在地を管轄する法務局でも、同事業所の商業登記の記録は確認ができ

ない。 

また、申立人は、Ｂ事業所が経営するＤ業の店で勤務していたと主張しており、

当該事業所があったとされる所在地にあるＤ業の団体であるＥ会に照会したとこ

ろ、「昭和 60 年ごろの名簿に、Ｆ事業所の代表者として申立人が社長だったと

記憶する者の氏名がある。」と回答していることから、オンライン記録により、

Ｆ事業所という名称の厚生年金保険の適用事業所を確認したが、申立人が記憶す

る所在地には確認することができず、その所在地を管轄する法務局でも、同事業

所の商業登記の記録は確認ができない。 

さらに、申立人が記憶するＢ事業所の社長とされる者は、オンライン記録から

特定することができず、証言を得ることができなかった。 

加えて、申立人の申立期間①及び②における雇用保険の加入記録は確認ができ

ない。 

このほか、申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1340 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年３月 23日から 44年６月 29日まで 

社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立

期間については脱退手当金が支給済みであるとの回答であった。しかし、脱退

手当金を受給した記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が支給されたこ

とを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は支

給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日か

ら約１か月後の昭和 44 年７月 30 日に支給決定されているなど、一連の事務処理

に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受

給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1341 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年４月から 34年２月まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険被保険者照会を行ったところ、申立

期間について厚生年金保険に加入していた事実は無いとの回答を得た。 

妻から申立期間に兄と一緒にＡ事業所に住込みで働いていたと聞いていたの

で、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の夫が、申立人の納付記録（年金記録）の訂

正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿で被保険者記録を有することが

確認できる複数の同僚の証言から、申立人が同事業所に勤務していたことはうか

がわれる。 

しかし、上述のＡ事業所の同僚は、「申立人が兄と共に勤務していたことを覚

えているが、具体的な勤務期間や、厚生年金保険の加入の有無については分から

ない。」、「申立事業所に勤務していたのは、ほとんどが女性従業員であったが、

社会保険に加入していない女性従業員もいたと思う。」と述べている。 

また、Ｂ事業所（Ａ事業所が名称変更）の事業主は、「申立期間当時の社会保

険関係の資料は残っておらず、社会保険事務を担当していた先代の事業主は死亡

しているため、厚生年金保険の適用について分かる者はいないが、給与の手取り

金額が減るため、厚生年金保険に加入していなかった従業員もいたと思う。」と

回答している。 

さらに、オンライン記録により、申立人は、申立期間のうち昭和 32 年４月２

日から 33 年３月１日までの期間、他の事業所において、厚生年金保険の被保険

者記録が確認でき、33 年３月１日からＡ事業所が適用事業所でなくなった 35 年



  

５月 25 日までに当該事業所での被保険者記録が確認できる女性従業員に照会し

たところ、「私は新卒で公共職業安定所の紹介で他の１名と共に同事業所に採用

されたが、申立人は中途採用の従業員であったため、厚生年金保険に加入してい

なかったのではないか。」と述べている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると､申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1342 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 47年２月 18日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立

期間について加入記録が確認できないとの回答を得た。しかし、昭和 46 年４

月にＡ事業所に入社し、正社員として厚生年金保険料を支払っていたと思うの

で、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶する上司及び同僚は既に亡くなっているため聴取することはでき

ないものの、申立人のＡ事業所に入社した経緯及び証言は、詳細かつ具体的であ

り、申立人が申立期間において同事業所に勤務していたことがうかがわれる。 

しかし、Ａ事業所が発行した申立人に係る「昭和 46 年分報酬、料金、契約金

及び賞金の支払調書」によれば、同年中は、給与所得者ではなく、厚生年金保険

料の控除が確認できず、Ｂ事業所（Ａ事業所が名称変更）の元事業主（申立期間

当時の事業主の息子）は、「申立人のようなＣの仕事をしていた者へは外注費と

して報酬を支払っていたので、社会保険に加入させることはできなかった。本人

が希望し、会社が加入させると判断した場合には、社会保険労務士に加入手続を

依頼していた。」と回答している。 

また、Ａ事業所の厚生年金保険被保険者であった申立人と同じＣの仕事をして

いた者は、「私は入社して、数年間は厚生年金保険に加入していなかった。その

後、自ら希望して厚生年金保険に加入した。」と証言している。 

さらに、Ａ事業所はすでに解散しており、申立期間当時の事業主は死亡してい

るほか、同事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の申立期間の加

入記録は確認できず、「厚生年金保険被保険者証」により確認できる同事業所に

おける資格取得日は昭和 47年２月 18日であることが確認できる。 



  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると､申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


